（様式第20）■連名応募の場合、本様式については、全【補助先】機関連名でご作成いただいても、【補助先】機関毎にご作成いただいてもどちらでも構いません。



官民による若手研究者発掘支援事業費補助金交付申請についての産学連携計画書
（補助事業名：（小項目））


官民による若手研究者発掘支援事業費補助金の交付申請にあたり、　　（補助事業者）と　　は、本計画書に沿って下記、産学連携による研究開発等を実施することに合意します。なお、実施にあたっては、「産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン」を活用することとします。



記


[bookmark: _Hlk56681012]１　研究開発テーマ名

[bookmark: _Hlk56681035]２　産学連携の期間
  年  月  日～  年  月  日

[bookmark: _Hlk222132162][bookmark: _Hlk56681322][bookmark: _Hlk222132083]３　産学連携先企業から大学等への2031年度までの投資（想定）
（１）産学連携先企業から大学等への2031年度までの投資額
【記載要領】
· （別紙２）実用化計画書　「５．産学連携先から大学等への2031年度までの投資（想定）（１）産学連携による本事業の研究開発に伴い産学連携先から獲得する外部資金の計画表」と同じ記載にしてください。
（単位：円）
	機関名
	20  年度
	20  年度
	20  年度
	20  年度

	①株式会社○○
	
	
	
	

	②株式会社○○
	
	
	
	

	機関名
	20  年度
	20  年度
	累計額
	

	①株式会社○○
	
	
	
	

	②株式会社○○
	
	
	
	


※下記について確認の上、チェックボックスに✓を記入すること。
企業が大学等に対して支払う資金には、国等による研究補助金等を含んでいません。


（２）産業界から大学等への研究施設設備等の貸与・寄附等の計画

４　産学連携の概要
（１）産業界の動向
（２）産学連携先の企業等の強み
（３）研究開発における役割

５　産学連携により期待される製品・サービス等の概要
（１）内容・用途
（２）製作・実施等の制約
（３）期待される効果

６　産学連携による実用化に向けた取組
（１）実用化に向けた研究開発内容
（２）実用化までのスケジュール

７　市場の動向・競争力
（１）市場規模（現状と将来見通し）／産業創出効果
（２）競合が想定される他の開発動向とそれに対する優位性の根拠

８　その他事業化のために必要と思われる研究開発以外の事項等

９　契約学科の実施に向けた取組
　（１）学位プログラムの名称
　（２）育成したい人物像
　（３）授与する学位
　（４）本提案の研究開発内容との関わり
　（５）産学が連携した教育カリキュラムの概要




〇〇〇〇（住所）
〇○〇〇（住所続き）
○○法人○○○大学
〇〇理事（または学部長）
〇〇　〇〇（氏名）
		（押印省略）

△△△△（住所）
△△△△（住所続き）
△△△株式会社
△△取締役（または部長等）
△△　△△（氏名）
（押印省略）




